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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成20年12月25日に提出いたしました第10期(自　平成19年10月１日　至　平成20年９月30日)有価証券報

告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出

するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　第１　企業の概況

　　４　関係会社の状況

　

　第４　提出会社の状況

　　５　役員の状況

　

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部　【企業情報】

　　第１　【企業の概況】

　　　４　【関係会社の状況】

（訂正前）

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社ブラディア　(注)１、２ 東京都中央区 334証券ソリューション
事業 100.0（―）

証券フロントシステムの共
同開発
役員の兼任有り

インタートレード投資顧問株式会社　
(注)１

東京都中央区 240
金融商品取引事業
(投資助言・代理業)

95.8（―）

金融工学のノウハウに関す
る業務提携
役員の兼任有り
資金の貸付

アーツ証券株式会社　(注)１ 東京都中央区 993
金融商品取引事業
(第一種)

64.4（―）

システム・サービスの提供
に関する業務提携
役員の兼任有り
資金の貸付

VIP LLC　（注）３ ケイマン 710新興国株式への投資 ─（─） ─

(持分法適用関連会社)

株式会社ディジタルコンサルティング 東京都中央区  40情報サービス業 33.3（―）
システム開発・販売営業活
動に関する業務提携
資金の貸付

(注)　（省略）

　

（訂正後）

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社ブラディア　(注)１、２ 東京都中央区 334証券ソリューション
事業 100.0（―）

証券フロントシステムの共
同開発
役員の兼任有り

インタートレード投資顧問株式会社　
(注)１

東京都中央区 240
金融商品取引事業
(投資助言・代理業)

95.8（―）

金融工学のノウハウに関す
る業務提携
役員の兼任有り
資金の貸付
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アーツ証券株式会社　(注)１ 東京都中央区 993
金融商品取引事業
(第一種)

64.4（―）

システム・サービスの提供
に関する業務提携
役員の兼任有り
資金の貸付

VIP LLC　（注）３ ケイマン 710新興国株式への投資 7.0（7.0） ─

(持分法適用関連会社)

株式会社ディジタルコンサルティング 東京都中央区  40情報サービス業 33.3（―）
システム開発・販売営業活
動に関する業務提携
資金の貸付

(注)　（省略）

4　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で表示しております。

　

　第４　【提出会社の状況】

　　　５　【役員の状況】

（訂正前）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

（省略）

常勤監査役 坂　本　八　郎 昭和17年６月22日生

平成元年４月 日本システムハウス株式会社入社

(注)３ ─

平成７年９月 同社経理部及び業務部担当取締役

に就任

平成14年９月 同社退職

平成15年５月 当社常勤監査役就任（現任）

監査役 安　田　幸　一 昭和41年10月30日生

昭和63年９月 KPMG港監査法人（現 あずさ監査

法人）入所

(注)３ ─

平成７年９月 公認会計士登録

平成12年12月 当社監査役就任（現任）

平成15年10月 ノイエスト公認会計士共同事務所

開業、代表に就任（現任）

平成17年10月 グローバル・ソリューション・コ

ンサルティング株式会社設立、代

表取締役に就任（現任）

監査役 東　原　　豊 昭和18年１月30日生

昭和36年４月 東京国税局　入局

(注)４ ─

平成９年７月 国税庁　長官官房

首席国税庁監察官

平成11年７月 札幌国税局長

平成12年８月 税理士登録

平成12年９月 東原豊税理士事務所開設（現任）

平成16年12月 当社監査役就任（現任）

監査役 関　　和　治 昭和21年11月13日生

昭和44年４月 丸宏証券株式会社入社

(注)４ ─

平成２年６月 丸宏証券株式会社取締役株式部長

就任

平成５年７月 丸宏証券経済研究所非常勤取締役

就任

平成９年10月 丸宏大華証券株式会社取締役　

ディーリング部長就任

平成15年５月 山丸証券株式会社（現ユニマット

証券株式会社）執行役員ディーリ

ング３部長就任

平成18年６月 同社業務執行役員就任

平成19年６月 同社常務取締役

平成20年９月 当社顧問

平成20年12月 当社監査役就任（現任）

計 18,001

(注)　（省略）

　

　

（訂正後）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

（省略）

常勤監査役 関　　和　治 昭和21年11月13日生

昭和44年４月 丸宏証券株式会社入社

(注)４ ─

平成２年６月 丸宏証券株式会社取締役株式部長

就任

平成５年７月 丸宏証券経済研究所非常勤取締役

就任

平成９年10月 丸宏大華証券株式会社取締役　

ディーリング部長就任

平成15年５月 山丸証券株式会社（現ユニマット

証券株式会社）執行役員ディーリ

ング３部長就任

平成18年６月 同社常務執行役員就任

平成19年６月 同社常務取締役

平成20年９月 当社顧問

平成20年12月 当社監査役就任（現任）

監査役 安　田　幸　一 昭和41年10月30日生

昭和63年９月 KPMG港監査法人（現 あずさ監査

法人）入所

(注)３

 
─

平成７年９月 公認会計士登録

平成12年12月 当社監査役就任（現任）

平成15年10月 ノイエスト公認会計士共同事務所

開業、代表に就任（現任）

平成17年10月 グローバル・ソリューション・コ

ンサルティング株式会社設立、代

表取締役に就任（現任）

監査役 坂　本　八　郎 昭和17年６月22日生

平成元年４月

平成７年９月

日本システムハウス株式会社入社

同社経理部及び業務部担当取締役

に就任 (注)３ ─

平成14年９月

平成15年５月

同社退職

当社監査役就任（現任）

監査役 東　原　　豊 昭和18年１月30日生

昭和36年４月 東京国税局　入局

(注)４

 
─

平成９年７月 国税庁　長官官房

首席国税庁監察官

平成11年７月 札幌国税局長

平成12年８月 税理士登録

平成12年９月 東原豊税理士事務所開設（現任）

平成16年12月 当社監査役就任（現任）

計 18,001

(注)　（省略）
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